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第9回理事会・幹事会合同会議　報告
【会議】
（一社）大阪府宅地建物取引業協会・
（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部
第９回理事会･幹事会合同会議

【日時／場所】
12月22日（金）15：40～
大阪府宅建会館　２階大会議室

【審議事項】
■ 新入会員承認に関する件
正会員14名､ 準会員Ａ８名をそれぞれ承認

■ 会員処分に関する件
白野産業㈱に対する処分について、会員権停止
３ヶ月間とすることを可決決定。

■ 選挙管理委員会・代議員選挙管理委員会の設置
に関する件
原案どおり可決決定｡

■ 会館建設引当資産・目的外の取崩に関する件
不動産取得税納付に伴い確定した会館建設引当
資産、目的外の取崩しについて、賛成多数によ
り可決決定。

■ 入会手続規程一部改正に関する件
入会手続規程の一部改正について、賛成多数に
より可決決定。

【報告事項】
■ 行政処分（免許取消）により会員資格喪失者に
ついて

■ 還付充当金未納付による保証協会会員資格喪失
者について　　

■ 廃業等による会員資格喪失者について
■ 長期会議開催日程等について
■ 保証協会・平成30年度事業計画（案）について
■ 保証協会・平成30年度予算（案）について　
■ 関連団体報告
■ 各委員会報告

information
■たくっち通信
　2018年も大阪宅建とたくっちを
 よろしくお願いしますっち(｀・◇・´)
たくさんの年賀状を確認していたらびっくり☆
ぼく宛の年賀状があったっち！
なんとなんと、北は岩手県、南は福岡県から
きてたっち！
遠いところからも応援してくれて、とても
うれしかったっち～！
はなれていても、おともだちっち♪

月合併号･22018  1月

皆さまたくさんの年賀状を送っていただき、ありが
とうございました。
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　新年あけましておめでとうございます。

　皆さまにおかれましては、健やかに新年をお迎えのこととお慶び申し上げます。

　平素は、本協会の諸活動に対し格段のご支援とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、昨年は景気回復局面が戦後２番目の長さとなったことや、日経平均株価がバブル崩壊後の最

高値を更新したものの、一方では、人手不足やコストの上昇に対する懸念が残るなど、景気回復の実

感としては乏しいものでありました。

　このような中、不動産業界においては報酬額告示が改正され、本年より400万円以下の物件を対象

に、現地調査等の費用を売主側の報酬の上限に加算できることとなりました。また、4月には宅建業

法の改正により「建物状況調査（インスペクション）」が施行されるなど、私たち宅建業者が不動産取引

を通じてまちづくりのプロフェッショナルとなることが、社会的な役割として求められています。

　ここで、私たちが社会的役割に応えるための必要な要素を考えてみると、地域に密着するというこ

とが挙げられるのではないでしょうか。地域でビジネスを展開する私たちにとっての“地域密着”とは、

地域の人と永くつき合うこと、すまいやまちを永く見つめ続けることだと考えています。そこで、私

たちは、人・すまい・地域をつなぐ懸け橋になることをビジョンと定め、活動を開始いたしました。

　本年も、会員のビジネスにつながる交流会の開催や業態別業務支援・ボランタリーチェーンの創設

など、5つの優先実施戦略をロードマップに沿って展開して参ります。

　さらに、昨年グッドデザイン賞を受賞した住宅ファイル制度の普及に努めることや、空き家活用士

制度を充実させること等、既存住宅の流通にも積極的に寄与して参ります。

　今後も、会員の皆さまとともに、魅力あふれる大阪宅建協会を築きあげるため、協会組織の結束を

一層強化して参る所存です。

　むすびに、皆さまのより一層のご支援とご協力をお願い申し上げるとともに、皆さまにとって飛躍

の年となり、益々のご繁栄とご健勝をお祈り申し上げまして、新年のご挨拶とさせていただきます。

年頭のごあいさつ
一般社団法人 大阪府宅地建物取引業協会
会　　長� 阪 井　 一 仁
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　新年あけましておめでとうございます。
　私はこれまで、「成長と安全・安心のよき循環」により、府民の皆さまが生活のなかで豊かさを実感
できる大阪の実現に取組んできました。その結果、来阪外国人旅行者数は大幅に増加し、雇用状況も
改善するなど、大阪経済はゆるやかな回復傾向を示しています。
　今年は、これまで積み上げてきた成果を土台に、府民の皆さまや市町村、経済界とともに、さらな
る成長の芽を大きく育てていく一年としたいと考えています。
　自らの有するポテンシャルを見定め、さらに磨きをかけていくことで、「副首都・大阪」をめざし、
東西二極の一極として日本の成長をけん引し、誰もが安全・安心に暮らせるまちにしていきます。
　成長の大きなインパクトとなる2025年の国際博覧会のテーマは「いのち輝く未来社会のデザイン」
です。子どもからお年寄りまで、だれもが生き生きと暮らせる健康で豊かな社会。そのような社会を
大阪・関西から実現し、世界に広めていく。それが、私たちがめざす2025年の万博の姿です。
　世界から様々な「知」を集め、発信することにより、府民はもちろん、世界の人々を笑顔にしたいと
考えています。
　今年秋には、いよいよ開催地が決定されます。フランス、ロシア、アゼルバイジャン。いずれも強
敵ですが、皆さまと心を一つに、オールジャパンで誘致を勝ち取りたいと思います。応援よろしくお
願いします。　　　　　　　　　
　さらに成長の基盤となる都市インフラの充実にも力を注ぎます。
　魅力あふれる都市空間の創造に向け、大阪の顔となる「うめきた２期」の整備を進めるとともに、関
空アクセスを強化するため、長年懸案だった「なにわ筋線」をはじめ、リニア新幹線や北陸新幹線など、
広域鉄道ネットワークの整備も着実に進めます。
　また、市町村と連携しながら保育所等の待機児童の解消や、子どもの貧困対策など、子育て環境の
整備に全力で取り組みます。
　次の時代の大阪を担う子どもたちの教育については、学力・体力の向上や、英語教育の充実、課題
を抱えた児童・生徒の支援など、さらなる教育力の向上に努めます。
　一人ひとりが活躍できる社会の基盤となるのが、災害対策です。
　自然災害から府民の皆さまの暮らしを守るため、「人命を守る」ことを最優先に、南海トラフ巨大地
震への備えや豪雨対策など、様々な危機事象に確実・迅速に対応できるよう、着実に対策を進めます。
　今年も府庁が一丸となり、府民の皆さまのための施策を力強く推進していきます。一層のご理解、
ご協力をお願い申し上げるとともに、本年が皆さまにとって実りある素晴らしい年となりますよう
お祈りいたします。　

年頭のごあいさつ

大阪府知事� 松井　一郎
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News 改訂版　報酬額告示表をご掲示下さい！
 宅地建物取引業者が受けることができる報酬額の改正について

　平成30年１月１日より、「宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買等に関して受けるこ

とができる報酬の額」が改正され、「売買又は交換の媒介に関する報酬の額」の特例として、

400万円以下の物件の売買や交換の媒介・代理において、通常の媒介等と比較して現地調

査等の費用を要するものについては、売主等からの合意を前提に受け取ることができる報

酬額の上限が18万円（＋税）となりました。（大阪宅建webサイト会員専用ページ、12月

13日付会員へのお知らせにてご案内済み）

　この改正に伴い、改訂版の報酬額告示表を本誌に同封しておりますので、従前の報酬額

告示表から差し替えてご掲示くださいますようお願い致します。
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大阪宅建協会　懲戒処分等基準の一部変更について
　大阪宅建協会では、大阪宅建ビジョンに掲げる“安心・安全な取引の啓発”�“会員の資質
向上”を目指して、最新の法改正情報や適正な取引知識を普及することに重点的に取り組
んでおります。

　このたび、綱紀自主規制委員会において、大阪宅建協会懲戒処分等基準を一部変更し、
平成30年4月から、宅建業法違反の会員に対する処分を審議する際に、
　「過去３年間の不動産業務研修会の受講率が60％以上ない会員については、処分を加重
する」こととなりました。

【抜粋】宅建業法違反行為に対する行政処分及び宅建協会懲戒処分等一覧

News綱紀自主規制委員会からのお知らせ

　各違反行為ごとの詳しい内容につきましては、大阪宅建協会Webサイト内　会員向け
ページ「会員へのお知らせ」（http://www.osaka-takken.or.jp/members/member-news/）に、
１月９日付けで掲載しておりますのでご参照ください。
　また、会員の皆さまにおかれましては、２月５日（月）から３月９日（金）の期間で実施さ
れます第３回不動産業務研修会（Web形式）を必ずご受講いただきますようお願いいたし
ます。

不動産業務研修会で正しい取引知識を身に
付けて、宅建業法をまもってほしいっち

大阪府

業
法
等

標準 標準
研修会
欠席者

①　重要事項の書面に記載すべき事項の一部を記載
　　 せず、又は虚偽の記載をした場合

②　重要事項の書面は交付したものの、説明はしなかった場合

③　宅地建物取引士以外の者が、重要事項説明をした場合

④　①から③までのいずれかに該当する場合において
     当該違反行為により関係者の損害が発生した場合 １５日 ３ヶ月 ４ヶ月

⑤　④の場合において当該関係者の損害の程度が
　　 大であると認められる場合 ３０日 ３ヶ月 ４ヶ月

⑥　重要事項の書面を交付しなかった場合 １５日 ３ヶ月 ４ヶ月

⑦　⑥の場合において当該違反行為により関係者の
　　 損害が発生した場合 ３０日 ３ヶ月 ４ヶ月

⑧　⑦の場合において当該関係者の損害の程度が
　　 大であると認められる場合 ６０日 ６ヶ月 ８ヶ月

宅建協会

違　反　行　為　の　概　要

【抜粋】宅建業法違反⾏為に対する⾏政処分及び宅建協会懲戒処分等⼀覧

（例）重要事項説明義務違反の場合

宅
建
業
法
3
5
条

重要事項説明義務違反

業務
停止
７日

会員権停止
１ヶ月

会員権停止
４０日
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平成29年度 第3回 不動産業務研修会平成29年度 第3回 不動産業務研修会
この研修会は会員の更なる資質向上のために行う、大阪宅建協会研修規程に定められた受
講義務のある実務研修会です。

研 修 会 形 式　：　Web研修　（Web動画配信による研修会） 【全体約136分】

第1部　判例トラブル解説 第2部　　　　　　　　　　　　　　　　

【研修の目的】
不動産にまつわる裁判は尽きることなく、多種多様
な判例が蓄積されます。そのなかで、宅建業者が実
際に遭遇しうる事例をとり上げ、わかりやすい再現
映像を用いて弁護士が解説します。また、各事例を
通じて宅建業者が注意するべき点を説明します。

①住宅ローン特約に関する助言を怠った
　� 仲介業者の責任（約13分）
　・解除権留保型と解除条件型
　・仲介業者と銀行の負う義務
②瑕疵・重要事項説明義務の問題点（約17分）
　・殺人事件、自殺による事故物件
　・売主の瑕疵担保責任と仲介業者の説明義務
③高齢者と不動産売買の注意点（約26分）
　・成年後見制度と意思能力
④定期建物賃貸借契約における特約に基づく
　� 賃貸人からの中途契約の問題点（約16分）
　・特約の有効性とリスク

【研修の目的】
あなたの不動産広告は大丈夫ですか？平成29年よ
り、重大な規約違反を行った事業者に対し大手不動
産情報サイトへの広告停止などの処分が開始しました。
基本的なルールを再確認すると共に、規約に違反す
ることなく効果的な広告を作成するポイントなど
を紹介します。

①不動産広告の基礎知識１（約20分）
　・表示規約と景品規約
　・建築条件付土地取引について
②不動産広告の基礎知識2（約14分）
　・二重価格表示
　・懸賞景品と総付景品� � � �
③不動産広告のＱ＆Ａ（約16分）
　・物件名称の付け方
　・イメージアップの方法・考え方� � �
④不動産ポータルサイト掲載時の注意点（約13分）
　・インターネット広告のポイント
　・おとり広告

●動画視聴期間／平成30年２月５日（月）午前０時～３月９日（金）午後11時59分（※）
●受 講 方 法／大阪宅建協会Webサイト（http://www.osaka-takken.or.jp/）の会員専用ページより
　　　　　　　　Web研修サイトにログインして研修動画を視聴（確認テスト回答で受講完了）
●受 講 料／会員（正会員・準会員Ａ・準会員Ｂ・会員業者にお勤めの従業者）は無料

※研修動画を視聴しないと確認テストへ進めません。（初回視聴時は早送り不可）
　�期間を過ぎますと自動的に期間外画面になり、確認テストに回答できなくなります。
※研修期間終了間際は回線が混み合う可能性があります。
※パソコンの故障やインターネット回線の不具合による受講ミスのないように、余裕をもって受講を完了し

ていただきますようお願いします。

[ 主催 ] （一社）大阪府宅地建物取引業協会�
（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部

不動産広告作成にあたっての
規約とポイント

インターネット環境のない会員・会員以外�：�研修動画上映会へ出席（確認テスト有）�
研修動画上映会申込書を所属支部にＦＡＸして下さい。�
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Web 研修受講方法

研修動画上映会
日　時：平成30年２月26日（月）・�３月６日（火）
　　　　13：30�～�16：30　終了予定　　（13：00～受付）
会　場：大阪府宅建会館　２階大会議室（大阪市中央区船越町２－２－１）
内　容：Web研修についての説明　　②研修動画上映　　③確認テストとアンケート記入
定　員：各日100名

　　※インターネット環境のない方に限ります。
　　※レインズのIP型・IPF型会員の方はお申込みできませんので、ご了承お願いいたします。
　　※定員に達しましたら申込みを締め切ります。
　　※会員カードをお持ちの方は必ずご持参下さい。

※ご所属の支部にFAXして下さい。ご受講いただけない場合のみ、所属支部からご連絡します。

研修動画上映会申込書

　希望日に○をつけて下さい。 ２月26日（月） ３月６日（火）

�所属支部

�商号または名称

�出席者

�（区　分）　����正会員��������準Ａ��������準Ｂ��������従業員

�TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：

会員ページ用のユーザー名とパスワードが必要です。
(わからない場合は所属支部へお問い合わせください）

〔会員専用ページへ〕
①トップページ右上“会員向けページへ”ボタンを押
す。
②会員向けページ左の“会員ログイン”ボタンを押す。
③会員ページ左の“ログイン”ボタンを押す。
④ユーザー名とパスワードを入力してOKボタンを押
す。

〔Web研修サイトへ〕
①会員のページの“Web研修サイト”のボタンを押す。
②Web研修サイトでは、受講する人の選択が必要で
す。
　正会員、準会員A、準会員B、その他従業員の中で
該当するものを選択して“ログイン”ボタンを押して
ください。
　（研修受講者区分がわからない場合は、所属支部へ
お問い合わせください）

大阪宅建協会Webサイト　http://www.osaka-takken.or.jp/
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求償対象者情報提供のお願い
　全国宅地建物取引業保証協会は、弁済を行ったときは当該会員に対し求償債権を有することになり、会員皆さまの
ご協力により、その情報収集と債権回収に努めています。� � � � �
　つきましては、下記の求償対象者（元会員）につき、現状や所在等についてご存知の方がいらっしゃいましたら、匿
名でも結構ですので、所属支部までご連絡ください。ご協力よろしくお願いいたします。

※　情報源については非公開といたします。
※　求償債権額に官報公告費・退会手続費・未納会費は含まれておりません。

代表者名 商　　号 免許番号 事務所所在地（当時） 求償債権額 認証年月日

鈴 木 千 枝 子 東昌リアライズ㈱ 8988 東淀川区豊新 9,400,000円 H25.2.27

中 島　 秀 行 ㈲ＰＩＣＫ　ＵＰ関西 51798 淀川区十三東 9,400,000円 H26.2.26

平 野　 雅 則 イースウエスト㈱ 53397 淀川区西三国 5,093,864円 H21.7.8他

奥 村　 敏 明 大黒ハウス㈱ 9474 淀川区東三国 2,400,000円 H23.3.14

岡 田　 三 郎 ㈱シティエステート 43436 淀川区東三国 4,027,335円 H23.10.26

徳 留　 正 宏 ㈱徳生 51258 福島区吉野 5,400,000円 H24.1.27

平 野　 俊 男 日輪興産㈱ 34068 中央区内本町 7,401,224円 H21.7.8

松 山　 真 也 ㈱賃貸住宅 54057 中央区難波 1,528,480円 H25.9.30

浅 沼　 宏 彰 ㈱セルシー 52471 中央区西心斎橋 9,400,000円 H25.9.30

高 田　 佳 子 ㈱ＢＡＳＩＣ　ＮＥＴ 52301 中央区日本橋 7,274,452円 H25.2.5

増 水 美 惠 子 アサヒランド㈱ 42415 中央区平野町 9,250,000円 H16.7.22

澤 山　 太 郎
岡 本　 育 士 ㈱一期不動産 49377 中央区南船場 9,320,000円 H22.3.17

小 山　 祥 司 ＣＲＥＡＴＩＶＥ��ＤＲＥＡＭ㈱ 52310 浪速区立葉 2,150,000円 H20.12.1他

大 澤　 秀 樹
曽 根　 孝 一 ㈱プライムコーポレーション 47865 西区立売堀 7,690,000円 H27.9.29

下 村　 泰 弘 ㈱泰誠 53684 西区西本町 9,400,000円 H26.6.11

中 野　 秀 幸 ㈱スペースプラン 32924 西区南堀江 3,406,397円 H28.11.16

堀 之 内 春 行
吉 松　 澄 子 兼昭土地建物㈱ 26763 港区磯路 9,400,000円 H14.7.12

岡 田 孝 一 郎 アーバンスタイル㈱ 51987 西成区玉出中 9,400,000円 H22.9.24

野 田　 和 宏 ㈱佳住 42528 旭区高殿 6,100,000円 H20.3.14
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代表者名 商　　号 免許番号 事務所所在地（当時） 求償債権額 認証年月日

小 林　 金 衛 ㈱ハウジング開発 50428 旭区高殿 5,400,000円 H23.11.7他

藤 川　 博 信 八洲住宅㈱ 26419 大東市扇町 9,400,000円 H22.1.29

曽 根　 孝 一 ㈱ユメニティベル・ホーム 31299 守口市八雲東町 9,400,000円 H18.3.31他

高 橋 三 奈 子 ㈱日本クリエーション 45945 阿倍野区西田辺町 4,443,000円 H22.11.4

小 野　 明 ㈱ディック 41191 東住吉区東田辺 4,400,000円 H14.11.28

和 田　 一 ㈲ライズアドバンス 45292 平野区長吉川辺 3,470,745円 H20.2.9

田 中　 弘 之 ㈱サンエステート 31833 池田市豊島北 9,040,000円 H14.7.12

松 本 マ チ 子 ㈱エム・エム建設 46472 茨木市中津町 4,300,000円 H27.11.10

奥 山　 宏 之 ㈱パーフェクトハウジング 46372 門真市垣内町 3,900,000円 H23.9.12

新 井　 鉄 夫 田村工務店 24676 門真市浜町 169,231円 H21.7.28

浦 部　 義 明
山 原　 保 之 ㈲プロジェクトＵ 41784 枚方市御殿山町 9,400,000円 H15.12.22

中 島　 克 典 ㈱Ｋ’ｓリアルエステート 53279 枚方市新町 9,400,000円 H28.3.9

富 田　 泰 造 ㈲ティーケイハウジング 45054 枚方市中宮東之町 2,263,720円 Ｈ20.2.18他

髙 見　 和 男 ㈲ライケア 51520 枚方市町楠葉 9,400,000円 H26.11.20

仲 田　 篤 ㈱ツインズハウジング 54432 東大阪市水走 505,000円 H24.3.26他

鶴 岡　 一 郎 ㈲竹馬ハウジング 45231 東大阪市横枕西 9,380,000円 H17.10.9他

山 下　 哲 央 ㈱マプレ 55559 柏原市大県 666,301円 H27.11.19

荒 内　 充 ㈱匠開発 52419 富田林市須賀 400,000円 H21.1.22

藤 村　 烈 サンハウス 40498 羽曳野市西浦 1,498,625円 H18.4.11

小 路　 秋 和 小路木材産業 21314 南河内郡太子町 9,400,000円 H25.9.5

岸 岡　 吉 和 ㈲アートホームビルド 48989 堺市北区北花田町 6,086,470円 H18.2.1

永 野　 克 巳 米商㈱ 31978 堺市堺区今池町 9,400,000円 H25.11.6

◎ 南　 豊 三 郎 ㈱サザンランド 44970 泉佐野市日根野 4,100,000円 H29.7.10

石 川　 将 人 ㈱ネオンメタリックコーポレーション 54221 和泉市箕形町 60,959円 H29.1.24

◎  今回新たに追加した求償対象者
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顧問弁護士による
無料相談

なるほど！

※午後1時～3時、対象は会員の方のみ。
　事前に電話予約（☎06-6943-0621）をお願いします。

2月 1日（木） 磯野英徳先生

2月 8日（木） 高木伸夫先生

2月15日（木） 磯野英徳先生

2月22日（木） 岩本　洋先生

3月 1日（木） 磯野英徳先生

3月 8日（木） 高木伸夫先生

3月15日（木） 岩本　洋先生
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29年度　苦情解決申出処理等に関する内訳 中央本部へ弁済移管済み案件の内
29年度　中央本部　審査結果分

29
年
度

①
前
月
未
解
決

　
件
数

②
当
月
苦
情
解
決

　
申
出
件
数

申出内容 ③
当
月
処
理
件
数

処理結果 当
月
中
央
本
部

審
査
件
数

審査結果

支
払
済
金
員
の

返
還
請
求
に

関
す
る
苦
情

会
員
に
対
す
る

支
払
減
額
請
求

の
苦
情

損
害
賠
償
に

関
す
る
苦
情

物
件
に

関
す
る
苦
情

会
員
か
ら
の

支
払
請
求
に

関
す
る
苦
情

そ
の
他

解
決

弁
済
移
管

弁
済
枠
無

撤
回

認
証
拒
否

認
証

認
証
金
額

4月 20 0 0 0 0 0 0 0 4 1 1 0 2 0 0 0 0
5月 16 2 1 1 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0
6月 16 1 0 1 0 0 0 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0
7月 15 1 1 0 0 0 0 0 2 0 1 0 1 2 1 1 4,700,000
8月 14 1 1 0 0 0 0 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0
9月 13 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 3,000,000
10月 14 2 2 0 0 0 0 0 3 1 0 0 2 1 0 1 400,000
11月 13 1 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 1 10,000,000
計 9 5 2 0 2 0 0 16 2 5 0 9 6 2 4 18,100,000

※①＋②－③＝翌月①　※中央本部の審査件数は前年度以前に認証申出されたものを含む。

苦情申出処理　および　中央本部審査結果　報告書 苦情弁済委員会 　  平成29年11月30日現在

苦情解決申出処理案件内容集計表 平成29年4月1日～11月30日

　項　　　　　目 内　　　　　　容 件　数 小　計

①支払済金員の
　返還請求に関する
　苦情

1　会員の履行遅滞、契約不履行、不完全履行	 	
2　瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限を起因とする契約解除	 	 	
3　ローン不成立に関する契約解除
4　クーリング・オフによる解除
5　契約不成立、合意解除	 	 	 	 	
6　過払い金の返還請求
7　その他

1
0
4
0
0
0
0

5

②会員に対する
　支払・減額請求
　に関する苦情

1　売買代金・預り金等の履行遅滞、不完全履行、契約不履行
2　瑕疵、数量、構造等による問題
3　その他

2
0
1

3

③損害賠償に
　関する苦情

1　契約解除に伴う手付倍返し、違約金等に関する問題
2　瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限、数量、構造に関する問題
3　会員の履行遅滞、不完全履行、契約不履行に基づく損害賠償請求
4　抵当権抹消費用の支払請求
5　その他	

0
5
1
0
0

6

④物件に関する
　苦情

1　引渡等の履行遅滞、不完全履行、契約不履行に関する問題
2　瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限、数量、構造、施設に関する問題
3　抵当権の抹消請求	
4　その他	

0
1
0
0

1

⑤会員からの
　支払請求に
　関する苦情

1　解約による違約金・損害賠償等の請求に関する問題	
2　瑕疵、法令上の制限・権利関係の制限に関する問題	
3　手数料に関する問題
4　諸費用に関する問題
5　その他	

0
0
0
0
0

0

⑥その他 １　その他 1 1

合　　　　　　　　　　計 　　16

相
談
内
容
　　
　　
　　
　　

29
年
度

①
業
者
に
関
す
る
相
談

②
契
約
に
関
す
る
相
談

③
物
件
に
関
す
る
相
談

④
報
酬
に
関
す
る
相
談

⑤
借
地
借
家
に
関
す
る

　
相
談

⑥
手
付
金
に
関
す
る
相
談

⑦
税
金
に
関
す
る
相
談

⑧
ロ
ー
ン
等
に
関
す
る

　
相
談

⑨
登
記
に
関
す
る
相
談

⑩
業
法
・
民
法
に
関
す
る

　
相
談

⑪
建
築（
建
基
法
含
）に

　
関
す
る
相
談

⑫
価
格
等
に
関
す
る
相
談

⑬
国
土
法
・
都
計
法
等
に

　
関
す
る
相
談

⑭
そ
の
他

計

４月 3 （0） 89（21） 4 （1） 8 （1） 98（22） 3 （2） 2 （1） 0 （0） 0 （0） 90（67） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 297（115）

５月 1 （0） 72（13） 3 （1） 12 （2） 92（18） 2 （2） 3 （3） 0 （0） 0 （0） 89（64） 1 （1） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 275（104）

６月 3 （0） 93（16） 11 （3） 14 （5） 98（23） 4 （3） 7 （4） 0 （0） 1 （0） 84（63） 0 （0） 2 （1） 0 （0） 0 （0） 317（118）

７月 1 （0） 57 （9） 7 （1） 11 （2）107（13） 2 （2） 3 （1） 1 （0） 1 （0） 73（49） 1 （0） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 265（77）

８月 1 （0） 54 （9） 5 （1） 9 （2） 66（12） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 74（47） 1 （1） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 210（72）

９月 3 （0） 85（21） 11 （1） 12 （6） 98（18） 3 （3） 4 （2） 0 （0） 0 （0） 75（48） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 292（99）

10月 5 （0） 73 （8） 11 （0） 4 （0） 86（17） 5 （3） 8 （6） 0 （0） 2 （2） 83（57） 1 （1） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 279（94）

11月 0 （0） 54 （7） 10 （2） 6 （3） 60 （8） 1 （1） 7 （6） 3 （1） 1 （0） 91（55） 1 （1） 1 （1） 0 （0） 3 （0） 238 （85）

計 17 （0）577（104） 62（10） 76（21）705（131） 20（16） 34（23） 4 （1） 5 （2）659（450） 6 （4） 5 （2） 0 （0） 3 （0）2,173 （764）

割合（％） 0.8 （0） 26.6 （13.6） 2.9 （1.3） 3.5 （2.7） 32.4 （17.1） 0.9 （2.1） 1.6 （3.0） 0.2 （0.1） 0.2 （0.3） 30.3 （58.9） 0.3 （0.5） 0.2 （0.3） 0 （0） 0.1 （0） 100 （35.2）

宅建業者相談件数764件（2,173件の内35.2％）

本部相談受付件数　（　）内は会員からの問い合わせ件数 不動産相談所運営委員会　平成29年4月1日～11月30日
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不動産実務に直結する！業務フォローアップ講習のご案内

いよいよ平成30年4月1日から改正宅建業法が全面施行されます。宅建業者が理解して
おくべき建物状況調査と瑕疵保険について、実際の取引にすぐに活用できる講習です。
☆受講者には、好評だった第2回不動産業務研修会（Web研修）のレジュメ印刷製本を差し上げます。

   改正宅建業法直前！
インスペクション（建物状況調査）と瑕疵保険  

 日　時　 平成30年3月16日（金）　
　　　　　13：00受付開始　
　　　　　13：30開演～16：35終了予定

 場　所　 大阪府立労働センター�エルおおさか
　　　　　大阪市中央区北浜東3-14

 主　催　 （一社）大阪府宅地建物取引業協会

 受講料　 無��料
　　　　　※下記受講申込書に必要事項を記入し、
　　　　　　　FAXにてお申込みください。（定員800名）

建物状況調査報告書の
見方･読み方･説明方法

大阪府建築士会より講師を派遣いただき、建築
の専門家より、建物状況調査報告書の注意点や
お客様への説明方法などについて、実例を用い
て講演していただきます。

講 師　一級建築士
　　　 田中 克之　氏

瑕疵保険の仕組みと
税制優遇

「瑕疵保険に入りたい」「税金安くなるの？」お客様か
ら言われたときに、あなたは説明できますか。建物状
況調査と切り離せない既存住宅瑕疵保険や気にな
る税制について、わかりやすく説明していただきます。

講 師　一級ファイナンシャルプランニング技能士
　　　 本鳥 有良　氏

ご 氏 名
フリガナ 受付印 受付番号

会 社 名

免許番号

電話番号 送り先ＦＡＸ番号
０６－６９４３－８２１１Ｆ Ａ Ｘ

●申込手続が完了しましたら、受付印と受付番号を記入してＦＡＸで返信いたします。
　当日は、受付印のある受講申込書を必ずご持参ください。（入場時に回収いたします。）

受講申込書
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新入会員（11月度）　第8回理事会（11月28日）で承認された皆さまです

支　部 商　号 氏　名 事務所所在地 電話番号 免許番号

新大阪
㈲オレンジファミリー 加 藤　 高 明 淀川区西中島5-6-3　チサンマンション第2新大阪ビル407号 06-6195-9897 ①59982

㈱インブレイス 澤 田　 優 也 東淀川区東中島1-6-14　新大阪第二日大ビル908号 06-4862-7941 ①60003

北

㈱プロアド 越 智　 敏 浩 北区西天満2-6-8　堂島ビルヂング727号 06-6131-3525 ①59971

㈲アイテツク 石 河　 徹 志 西淀川区姫島4-1-5　2階 06-4862-7560 ①59934

ＮＡＮＥＩ㈱ 吉田　誠二郎 北区西天満2-6-8　堂島ビルヂング9階 06-6312-1113 ①臣8883

中央

㈱アウル 三 浦　 敏 昭 中央区農人橋2-1-30　谷町八木ビル303号 06-6232-8595 ①59942

㈱Ｈ・Ｉ・Ｋ 赤 尾　 佳 孝 中央区今橋1-6-2 06-6202-1008 ①59992

㈱アカギ不動産 富 岡　 六 郎 中央区平野町4-8-5-502 06-4707-0188 ①59944

佳龍㈱ 永 山　 未 笑 中央区高津2-5-4　1階 06-6211-7818 ①59985

㈱Ｕ－ｂｅｌｏｎｇ 山 幡　 敬 一 中央区日本橋1-23-22 06-6563-9898 ①59977

㈱エフォート 髙 木　 哲 也 中央区南船場4-14-1　501号 06-6121-4390 ①57422

㈱ＧＲＯＷ 岩澤　祐加子 中央区東心斎橋1-9-3　嵯峨野ビル別館 06-6244-2333 ①60013

西
㈱サンエステート 田 口　 宏 西区南堀江3-16-4　ヴェスタ堀江203号 06-7507-2110 ①60017

辻産業㈲ 辻　 直 孝 港区夕凪2-17-5 06-6571-1761 ③49983

なにわ東 ㈱ケントホールディングス 福 井　 勝 利 東成区大今里西1-29-14　2階 06-6972-0050 ①60011

なにわ阪南 ㈱だいん 小 川　 陽 子 阿倍野区晴明通11-52 06-4703-5665 ①59524

北摂 北摂倉庫不動産㈱ 山 本　 貴 雄 箕面市船場西1-1-1 072-768-8616 ①60026

北大阪
㈱Ｍ＆Ｙコーポレーション 髙 橋　 輝 幸 吹田市片山町1-18-6　ベルベナー吹田ビル5階 06-4861-7270 ①59986

㈱Ｓｔａｎｄａｒｄ 左 納　 一 郎 吹田市春日4-13-15 06-6155-8684 ①60012

南大阪
㈱タマイ 中 尾　 巧 柏原市今町1-2-24　伸和ビル3階 072-975-6797 ①59957

㈲政岡建築 政 岡　 博 文 藤井寺市小山5-14-33 072-952-3636 ①60022

堺市
㈱フィオリート 向 井　 エ リ 堺市西区鳳南町3-175-31 072-273-7768 ①59988

ココロホーム㈱ 坂 元　 和 美 高石市綾園1-13-1　エスティーム高石1F 072-275-7676 ①60015

泉州 ㈱坂本工務店 坂 本　 浩 孝 岸和田市東大路町65-6 072-424-1435 ①59905

平成29年11月末現在の会員数は��正会員　7,908名���準Ａ　640名���準Ｂ　4,689名�
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Report大阪宅建協会の動き

大阪府建築士会と覚書を締結しました！ 　平成29年12月11日（月）、（一社）大阪府宅

地建物取引業協会・（公社）大阪府建築士会「相

互協力に関する覚書」調印式が大阪府宅建会

館において執り行われました。

　この協定は、平成30年４月からの宅建業

法改正に伴う「既存住宅状況調査」に関する説

明の義務化に備えるとともに、既存住宅の流

通促進と建物の売主及び買主が安心して取引

できる市場環境の整備を図ることを目的とし

ており、調印式では、阪井会長と岡本会長が

覚書に署名・捺印し、今後の両協会の相互協

力を約束しました。�

正解者の中から抽選で５名様に、粗品をプレゼントします。パズルの解答・会社名・氏名・
郵便番号・住所・電話番号を明記のうえＦＡＸまたはＥメールで右記宛先までご応募ください。

〒

氏　　名

住　　所

電話番号

会　社　名

‼
懸賞付き

Ｑ
6

1 32

8 9

B

C
12

10 11

A
●ヨコのヒント
２　携帯電話に残る着信○○○
５　バレーボールでセッターが

上げる
７　初夢で見たい、日本一の山
８　白雪姫と7人の○○○
10　旅行会社が企画する
　　団体旅行
12　行き止まりの道、
　　○○○小路

●
タ
テ
の
ヒ
ン
ト

１　

２
０
１
８
年
は
「
い
ぬ
」

３　

右
は
ラ
イ
ト
、
左
は
？

４　

桃
太
郎
の
お
と
も
の
鳥

６　

得
点
を
表
示
す
る
○
○
○
ボ
ー
ド

９　

豚
は
ポ
ー
ク
、
牛
は
？

10　

マ
ニ
キ
ュ
ア
を
塗
っ
て
鮮
や
か
に

11　

マ
グ
ロ
の
高
級
な
部
位

（一社）大阪府宅地建物取引業協会 「たくっちのお昼ね。。」係
ＦＡＸ：06-6809-4462　Eメール：info@osaka-takken.or.jp
平成30年2月28日（水）到着分まで有効とし、商品の発送をもっ
て当選者の発表とさせていただきます。
ご記入いただいた個人情報は商品発送のために使用いたします。

ハ ウ ス

前回の答え
パズルの解答
A B C

4

5 7

岡本会長と阪井会長は、固く握手を交わされました。
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不動産流通
関連サイト
のお知らせ

《（公社）近畿圏不動産流通機構からの大切なお知らせ》

近畿レインズIP型システム利用料の
 お支払方法が変わります！

　現在、近畿レインズIP型システムのご利用料金は、「NTTコミュニケーションズ（株）」の「CoDen（コデン）

ペイメント」サービスを通じてご請求させていただいておりますが、同サービスの終了に伴いまして、平成
30年7月より、新たに「SMBCファイナンスサービス（株）」を通じてご請求させていただくこととなりました。
　本変更に伴うお支払方法の変更点、ならびに会員の皆さま各自で行っていただくお手続きは以下の通りです。

●変更内容　（平成29年12月時点）

現在 変更後（平成30年7月以降）

請求書の様式 封書 圧着ハガキ

お支払方法 口座振替�または�払込票�（銀行・郵便局・
コンビニエンスストアで利用可能）

口座振替 または払込票 （コンビニエン
スストアのみで利用可能）

NTT公共料金と合算支払可能 NTT公共料金と合算支払不可

口座振替事前通知 封書 メール※（WEBから通知書をダウンロード）

口座振替通帳印字
（一部金融機関除く）

ｴﾇﾃｨｰﾃｨｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ SMBC（ｷﾝｷﾚｲﾝｽﾞ

※通知の要否および受信用メールアドレスは、近畿レインズIP型システムにログイン後、「ユーザー設定」画
面で設定できます。（「ユーザー設定」画面は平成30年4月頃に変更予定）なお、通知の要否については、初
期設定は「不要」で設定されます。通知が必要な場合は、サービス変更までにご自身で「ユーザー設定」画面
にて設定を変更してください。

●サービス変更時期について
平成30年6月21日以降にIP型システムの画面上で精算処理された利用料から、「SMBCファイナンスサービ

ス」からのご請求に切り替わります。

●【重要】 会員の皆さま各自で必要なお手続きについて
①　平成30年2月～ 3月頃にかけて、全ての会員様に口座振替申込書を郵送させていただきますので、口座

振替をご希望の方はお申込手続きをお願いいたします。
　　（お申込をされない場合、お支払い方法は自動的に「払込票�（コンビニエンスストアのみ）」となります。）

②　現在、口座振替にてお支払いの会員様も、引き続き口座振替をご利用される場合は、改めて口座振替の
お申込をいただく必要がありますのでご注意ください。

　　（お申込をされない場合、お支払い方法は自動的に「払込票�（コンビニエンスストアのみ）」となります。）

サービス内容の詳細につきましては、平成30年２月頃より、（公社）近畿圏不動産流通機構Webサイト
（www.kinkireins.or.jp)にて随時お知らせいたしますので、ご確認をお願いいたします。
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【重要】人権問題にかかわる不適切な文言の入力について

　このたび、近畿レインズにおいて備考欄に
人権尊重の観点から一部不適切な文言の入力
がございました。
　
　会員の皆さまにおかれましては、研修等を
通じて人権問題の啓発に努めておられること
と思いますが、備考欄等に人権問題にかかわ
る不適切文言を入力しないようにお願いしま
す。
　万が一不適切な文言を入力している場合
は、早急に削除して下さい。

　不動産業は、住生活の向上等に寄与すると
いう重要な社会的責務を担っており、人権問
題の早期解決は国民的課題でもあることか
ら、同和地区、在日外国人、障がい者、高齢
者等をめぐる人権問題に対する意識向上を図
るため、不動産業界全体として不断の努力が
求められています。

　会員の皆さまは、宅地建物取引業者として
の社会的責務を自覚し、人権問題の啓発と人
権意識の高揚に努め、備考欄に不適切文言を
入力しないよう、徹底して下さい。また、予
断と偏見に基づいた問い合わせを受けた場合
も、人権を尊重する視点から毅然とした対応
をし、取引関係者に対しても積極的に啓発に
努めてください。

　なお、大阪府からも、当該業者に対して必
要な指導等を行うとともに、今後、このよう
な行為に対しては、厳格な指導等を行うとの
通達が届いておりますので、改めて「宅地建
物取引業法に基づく指導監督基準」について
確認いただき、人権に配慮した業務を適正に
行っていただきますよう、よろしくお願いい
たします。

【事案の概要】
　ある宅地建物取引業者が、近畿レイン
ズの物件情報の備考欄に「外国人不可」
等、人権尊重の観点から一部不適切な文
言の入力をし、掲載された。

【宅地建物取引業法に基づく指導監督基
準】※抜粋

（宅地建物取引業の運営に関し適正を欠
く行為に対する指導等）
第９　知事は、業者が宅地建物取引業に

関し次に掲げる行為をした場合は、必
要な指導等を行うことがある。

　（1）　取引の対象となる物件が同和地
区（大阪府部落差別事象に係る調
査等の規制等に関する条例第２条
第１号の規定による。）に所在する
か否かについて調査すること又は
取引関係者に教示すること。

　（2）　賃貸住宅の入居申込者が外国
人、障がい者、高齢者又は母子（父
子）家庭であるという理由（以下

「特定理由」という。）だけで、特定
理由該当者からの入居申込みを拒
否すること。

宅地建物取引業法に基づく指導監督基準
【大阪府】
http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/
sidokantokukijun/index.html
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　養成講座では、今年度から代表者や宅地建物取引士だけではなく、宅地建物取引業に従事
するすべての従業者を対象に、大阪府の「宅地建物取引業法に基づく指導監督基準」や「宅地建
物取引業法第47条第1号と同和地区に関する告知(大臣答弁)」及び「大阪府部落差別事象に係
る調査等の規制等に関する条例」などの法令等をはじめ、営業や窓口での対応時の基本応対な
ど宅地建物取引業を行う上で、理解しておかなければならない人権問題について、わかりや
すく解説します。
　代表者におかれましては、従業員の方々が受講いただけますよう、ご配慮をお願いします。

平成29年4月から新制度がスタート！本年度の最終講座です

 人権推進員になるには…  

■ 人権推進員養成講座受講修了が、認定要件となります。

 人権推進員に認定されると… 
■ 認定証とステッカーが交付されます。�
■ ステッカーを事業所の入口に貼っていただき、
　 「人にやさしい宅建業者」としてイメージアップを図って
　 下さい。
　 今後、府や市町村広報でも紹介していきます。

 お申込み方法
■ お申込み方法
　 裏面の申込書に必要事項を記入し、FAXして下さい。
　 お申し込みFAX：06－6943－8211

■ お問い合わせ先
　 大阪宅建協会　法務部　Tel��06－6941－8197　（担当：大家）　　

■ その他、詳しくは、大阪府の「宅地建物取引業とじんけん」のWebサイトをご覧下さい。
　 ＜�http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshin/sido-jinken/index.html�＞

○ 開催年月日　　H30/2/7（水）
　　　　　　　　 午後1時30分から午後5時00分まで  （※午後1時受付開始）

○ 会　　　場　　全日大阪会館  地下鉄谷町線天満橋駅３番出口より徒歩３分

　　　　　　　　（大阪市中央区谷町1－3－26）

○ 受　講　料　　無　料　

宅地建物取引業人権推進員「養成講座」のご案内！ 宅地建物取引業人権推進員「養成講座」のご案内！
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大阪宅建協会本部事務局　各種問い合わせ先一覧
　大阪宅建協会本部事務局では、会員の皆さまから、以下のようなお問い合せをいただきます。

…等

　いただくお問合せのうち、以下については大阪宅建協会以外が窓口となります。
協会会員向け業務支援や福利厚生に関する提携企業紹介／損害保険総代理店制度
株式会社大阪宅建サポートセンター

電　　話
（代　　表） 06-6910-0100

　大阪市中央区谷町1-7-4　ＭＦ天満橋ビル7F （保険業務） 06-6910-0770

家賃債務保証事業　「たくっちサポート保証」
株式会社大阪宅建サポートセンター　保証事業部 電　　話 06-6947-7900　大阪市中央区北浜東1-17　野村ビル2F

宅地建物取引士（大阪登録）の登録事項変更手続き
大阪府住宅まちづくり部　建築振興課　宅建業免許グループ 電　　話 06-6210-9733　大阪市住之江区南港北1-14-16　咲洲庁舎2F

宅地建物取引士（大阪登録）の法定講習／宅地建物取引士証に関する手続き
一般財団法人大阪府宅地建物取引士センター 電　　話 06-6944-0281　大阪市中央区船越町2-2-1　大阪府宅建会館3F

取引相手が会員か調べてほしい 不動産手帳とカレンダーを購入したい

重説・契約書を
ダウンロードしたい

Webページのユーザー名
とパスワードがわからない

宅建業免許の更新
について知りたい

不動産取引に
関する相談をしたい

　大阪宅建協会では、このような会員の皆さまのお問合せに応じて、受付窓口を各個設けております。
　下記の「お問合せ内容」をご参考に、直通ダイヤルまでご連絡ください。

主なお問合せ内容 お問合せ先 電話・FAX
●研修や講習会に関すること●
新入会員講習会・不動産業務研修会（WEB研修）
業務フォローアップ講習・広告作成研修会
不動産キャリアパーソン
宅地建物取引業人権推進員養成講座
不動産コンサルティング関連�など

法　務　部 電　　話　06-6941-8197
Ｆ Ａ Ｘ　06-6943-8211

●書式のダウンロードや操作方法●
全宅連 /大阪宅建協会制定重要事項説明書・契約書式�など

●関連 Web ページ操作方法、
　ユーザー名とパスワード照会に関すること●
大阪宅建Webページ・大阪宅建協会メールマガジン
レインズ・ハトマークサイト・不動産ジャパン
大阪府宅地価格システム・既存住宅価格査定マニュアルなど

管　理　部 電　　話　06-6943-8210
Ｆ Ａ Ｘ　06-6946-0320

●顧問弁護士による無料法律相談のご予約●
●宅建業免許に関すること●
宅建業免許更新・変更届出申請など

企画事業部 電　　話　06-6809-4461
Ｆ Ａ Ｘ　06-6809-4462

●大阪宅建協会頒布物・販売物に関すること●
広報誌 TOMORROW�OSAKA・カレンダー・不動産手帳
税金解説書・業者票の販売など

●会員ビジネス支援・たくっちに関すること●
宅地建物取引士試験対策講座・業態別ネットワーク
ビジネス交流会・社会貢献活動など

●弁済業務保証金分担金の返還に関すること●
廃業届出申請

保 証 協 会 電　　話　06-6943-0704
Ｆ Ａ Ｘ　06-6941-3480

●不動産取引・宅建業の実務に関するご相談● 会 員 専 用
相 談 窓 口

電　　話　0570-7
㋤ ㋳ ㋯
83-8

㋩ ㋣ へ
10

［月曜日・金曜日］
　受付時間�　10：00～11：30
　　　　　13：00～15：30

●その他、協会や会員に関するお問合せ● 代　　　表 電　　話　06-6943-0621
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